
外部事象 86

＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（1／8）
〇組み合わせ評価マトリクス(1／2)

影響が増長するケース

*1 森林火災については，火災伝播評価の中で，10年間の最大風速を考慮し，
より火災伝播が早く拡大する影響を考慮している。（単独事象中で風の影響を考慮）

*1

1. 外部事象の影響評価及び対策（33／42)



象

〇組み合わせ評価マトリクス(2／2)

影響が増長するケース

＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（2／8）

1. 外部事象の影響評価及び対策（34／42)
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＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（3／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（1／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（35／42)



外部事象-89

＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（4／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（2／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（36／42)
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＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（5／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（3／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（37／42)
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＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（6／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（4／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（38／42)
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＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（7／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（5／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（39／42)
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＜別紙2＞自然現象の重畳影響評価（8／8）

〇影響が増長する組み合わせの影響評価（6／6）

1. 外部事象の影響評価及び対策（40／42)
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＜別紙3＞外部事象の評価及び対策（2／2）
(1)新規制基準を踏まえた外部事象に対して実施する安全対策について（2/2）

事 象 従前の影響評価及び安全対策 新規制基準に基づく影響評価及び安全対策

自
然
現
象

洪水 敷地の形状から影響ないと評価 変更なし

風（台風） 建築基準法に基づき設定した風荷重を考慮した設計
・単独事象としては変更なし
・従荷重として，主荷重との組み合わせについても設

計上考慮

降水 海域へ排水する設計（排水路及び地表面からの排水）
防潮堤（新設）にも排水路を設け，地表からの排水経
路を確保

積雪 建築基準法に基づき設定した積雪荷重を考慮した設計
・単独事象としては変更なし
・従荷重として，主荷重との組み合わせについても設

計上考慮

凍結 屋内は空調設備，屋外は保温等により凍結しない設計 変更なし

落雷
雷害防止対策として，原子炉建屋等に避雷針等を設置，設置網の敷
設による接地抵抗の低減等

変更なし

生物学的事象 海水生物に対する除塵装置の設置，小動物に対する開口部閉止措置 変更なし

高潮 高潮の影響を受けない敷地高さに設定 変更なし

外
部
人
為
事
象

飛来物（航空機落下） 防護設計の要否を判断する基準である10-7回/炉・年未満と評価 変更なし

ダムの崩壊 ダムの崩壊により発電所に影響を及ぼす河川はないと評価 変更なし

有毒ガス ― 評価により有毒ガスの影響がないことを確認

船舶の衝突 ― 評価により船舶の衝突の影響がないことを確認

電磁的障害 電磁波の侵入を防止する設計（ラインフィルタや絶縁回路の設置等） 変更なし

・竜巻，火山及び外部火災（森林火災，爆発，近隣工場等の火災）以外の事象について，従前の影響評価及び安全対策と
新規制基準に基づく影響評価及び安全対策を以下に示す。

・これらのうち，他の自然現象との重畳を考慮する風（台風）及び積雪については，従荷重として，主荷重との組み合わせに
ついても設計上考慮している。

1. 外部事象の影響評価及び対策（42／42)
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（補足説明資料 2. 竜巻の影響評価及び対策）
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2-1 車両の飛散解析例（1／2）

●車両管理エリアの設定に必要な離隔距離等を考慮するための車両の飛散範囲（飛散距離及び浮上
高さ）については，以下の方針に基づきフジタモデルを用いて算出した。

飛散し易い形状※を考慮し，代表的な寸法及び重量を選定する。 飛
散解析結果は次頁に示す。

※種々の物品の解析結果より 「箱状（表面積大）」かつ「密度が低い」
物品が飛散し易い傾向が読み取れることから，以下の車種を代表と
して選定。

・トラック（大型～小型のバン及び平型）

・バス（大型～マイクロバス）

・軽自動車（最大高（面積大），最軽量）

・軽トラック

・ＳＵＶ

上記と逆の傾向を持つ「飛ばない（飛びにくい）」車両の例は以下の様
なものがある。

・フォークリフト，ホイールローダ

・移動式クレーン

・移動式ポンプ車

車両は地表面に位置する（地面からの初期高さ０）と見なして解析した。

飛散距離に影響を与える飛散の出発点と到達点の高低差についても，
解析ケースとして考慮した。（次頁の表も参照）

種々の車両について
寸法・重量を選定

（飛散し易い車種を選定）

車両の飛散解析を実施

（初期位置：地表面）

各ケースにおける
飛散距離を算定

最大飛散距離を包絡する
離隔距離を選定

（230m及び190m）

2. 竜巻の影響評価及び対策（1／23）





外部事象-99

1. 発電所における竜巻襲来時の防護対応

① 気象庁より事前に発表される竜巻に関係する注意報等を受信することで，
竜巻の襲来の兆候を早期に検知する。

② 発電所内に竜巻襲来の準備体制を発令し，以下の対応を行い竜巻襲来に備える。

（所内への周知，車両の固縛・退避，扉の閉止，作業の中止・人員の避難等）

〇次項より，竜巻襲来に対する準備体制発令の起点となる，事前予測・猶予時間の実績データを
確認し，竜巻準備体制の確立に失敗した場合の竜巻襲来時の影響と対応について示す。

発電所への入構車両の管理イメージ（例）

発電所の通常運用時

①竜巻に関係する注意報等を受信
（雷注意報(竜巻又は突風)，竜巻注意情報等）

竜巻襲来の兆候を早期検知

②竜巻準備体制の確認・作業実施
（所内周知，車両の固縛・退避，避難等）
準備・作業等時間：30分以内を想定

〇発電所への竜巻襲来時の主な防護対応は以下のとおり。

竜巻の早期検知と準備体制確立の流れ

2. 竜巻の影響評価及び対策（3／23)









外部事象-103

【別紙2】 設計基準事故対処施設の原子炉建屋内の配置状況

〇原子炉等の安全上重要な設計基準事故対処施設（DB設備）は，複数の系統を確保し，それらを原子炉建屋内等の
鉄筋コンクリート躯体等に囲まれた内部に離隔等を講じて設置している。仮に，設計飛来物を上回る規模の飛来物
が発生し，設備の一部に被害が生じたとしても，各設備の機能がことごとく失われ，プラントの安全性が脅かされる
可能性は小さいと判断する。

原子炉建屋平面図（E.L.＋2m）

＜非常用ディーゼル発電機等の配置例＞

・原子炉建屋内に非常用のディーゼル発電
機3台を設置

2C 非常用D/G
2D 非常用D/G
HPCS D/G

・各ディーゼル発電機は地下設置であり，
竜巻の影響を受け難い配置

・各ディーゼル発電機は原子炉建屋の耐
震壁である外壁，天井等で覆われ，外界
の竜巻から防護される。

・各ディーゼル発電機はそれぞれの室に収
められ，相互に隔壁・扉で離隔されており，
仮に１台が被害を受けた場合でも，他の
D/Gに波及的な影響を与え難い構造

2. 竜巻の影響評価及び対策（7／23)
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＜参考＞ 竜巻飛来物（車両）衝突時の鉄筋コンクリート壁の損傷解析

出典：Madurapperuma 他，竜巻飛来物（自動車）衝突による鉄筋コンクリート構造物の挙動，
土木学会 第11回 構造物の衝撃問題に関するシンポジウム論文集，2014

衝突解析に用いた車両モデル
（質量2t，速度47m／s）

車両衝突時の鉄筋コンクリート壁の損傷解析（LS-DYNAによるシミュレーション）

①壁厚150mm ②壁厚250mm ③壁厚450mm

〇鉄筋コンクリート壁（壁厚さ3ケース）に竜巻飛来物として車両（乗用車，質量2t，
速度47m／s）を衝突させたシミュレーション結果が公開されている。

①厚さ150mmのケース：衝突部付近のコンクリートの大部分が脱落している。

②厚さ250mm及び③450mmケース：衝突面の損傷及び裏面剥離は生じるが，コンクリー
トの大規模な脱落や鉄筋の大変形及び破断は確認されていない。これより躯体として
の機能はある程度維持されているものと考えられる。

衝突部付近のコンクリートの
大部分が脱落

衝突面の損傷及び裏面剥離が発生
（ ①よりも損傷程度は小さい）

衝突面の損傷及び裏面剥離が発生
（②よりも損傷程度は小さい）

2. 竜巻の影響評価及び対策（9／23)



〇鉄筋コンクリート壁の貫通評価において，貫通限界厚さの算定にはDegen 式で，Degen 式の貫入深さは修正NDRC 式
で算定している。これらの式は米国NRC の基準類＊1及び米国原子力エネルギー協会のNEI07-13＊2に飛来物の衝突
に対する鉄筋コンクリート構造物の局部損傷評価式として記載され，「構造物の衝撃挙動と設計法」（（社）土木学会）
では，貫通限界厚さの評価式としてDegen式の適用性が高いとされている

〇上式を用いた東海第二発電所の評価では，コンクリート強度は実物よりも低い設計値を用い，飛来物は鋭い形状で剛
体と扱い，衝突速度は保守的な評価に基づく等，貫通限界厚さが大きめになるように取り扱っている。

e ：貫通限界厚さ(cm)

αｅ ：低減係数

X ：貫入深さ(cm)

d ：飛来物の（等価）直径(cm)

（飛来物の衝突面の外形の最小投影面積
に等しい円の直径）

Fｃ ：コンクリートの設計基準強度(kgf/cm2)

N ：飛来物の先端形状係数

D ：飛来物直径密度(= Ｗ/ｄ3)

W ：飛来物の重量(kgf)

V ：飛来物の衝突速度(m/s)

注記 ＊1：U. S NUCLEAR
REGULATORYCOMMISSION:STANDARD
REVIEWPLAN, 3.5.3 BARRIER
DESIGNPROCEDURES, NUREG-0800, Revision 3-
March 2007

＊2：Methodology for Performing Aircraft Impact 
Assessments for New Plant Designs (Nuclear 
Energy Institute 2011 Rev8 (NEI07-13))

<Degen式>
(Ｘ/ｄ ≦1.52の場合)

ｅ ＝αｅ{2.2(Ｘ/ｄ) － 0.3(Ｘ/ｄ)2}・ｄ

<修正NDRC式>
(Ｘ/ｄ ≦ 2.0の場合)

Ｘ/ｄ ＝ {(48580/ √ＦＣ)・Ｎ・ｄ0.2・Ｄ・（Ｖ/1000）1.8}0.5

記号
①許容限
界算定

②感度
解析

単位 記号と数値の説明

ｄ 27.6 同左 cm 飛来物の等価直径

Ｆｃ 225 521 kgf/cm2 原子炉建屋のコンクリート強度
①設計基準強度
②平均圧縮強度：東海第二発電所の特別点検における

原子炉建屋外壁のコアサンプリング結果による

Ｎ 1.14 同左 － 飛来物の形状係数（非常に鋭い場合）

Ｖ 51 46 m/s

飛来物の衝突速度（水平）
①竜巻影響評価ガイドに記載された設計飛来物速度

（保守的な非定常乱流渦モデルシミュレーションによる）
②フジタモデルによる飛散解析の速度最大値

W 135 同左 kgf 飛来物の重量

αｅ 1.0 同左 － 低減係数（剛体であり低減を考慮しない）

ｅ 26.5 20.0 cm 貫通限界厚さ（算定結果）

Degen式及び修正NDRC式に用いる入力値及び算定結果（設計飛来物（鋼製材））

〇許容限界として算定した原子炉建屋外壁の貫通限界厚さ（26.5cm）につ
いて，感度解析として実力的なコンクリート強度や衝突速度を用いて計
算すると20cm程度に緩和する結果が得られる。これらより，貫通限界厚
さの算定には保守性を有すると考える。

2. 竜巻の影響評価及び対策（10／23)
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●固縛装置の設置方法（例）
・固縛装置のうち，連結材（高強度繊維ロープ）は，メインロープとして固縛対象設備の外形に沿ってトップロープ，ア

ンダーロープ等を用いて胴巻きし，サイドロープを用いてメインロープと固定材の間を接続する。

固縛装置の設置状況イメージ（可搬型代替低圧電源車）

車両の固縛方針，固縛方法（3／3）

連結材の固縛対象設備への設置概要図

2. 竜巻の影響評価及び対策（13／23)
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① 東海第二発電所の原子炉建屋のサイズと比較して概ね縮尺率1/25の模型
構造物に竜巻飛来物を上回る運動エネルギーの飛翔体を衝突させた実験
結果によると，衝突箇所に近い部位の加速度が最も大きく，衝突箇所からの
距離に応じて減衰している。 【別紙1参照】

② 竜巻飛来物の１万倍以上の運動エネルギーを持つ大型航空機が原子炉建
屋の外壁に衝突したシミュレーション解析では，衝突箇所近傍の加速度床
応答スペクトルのピークは100m/s２を下回り，衝撃荷重を1/10にすると
10m/s２程度に留まることが確認されている。 【別紙2参照】

③ 原子炉施設の建屋内設備の衝撃に対する耐性に関して，米国原子力産業
界のガイドラインNEI07-13で整理している。ここでは衝撃に対する耐力として，
耐力の大きい設備で200G （約1,960m/s２），耐力の小さい設備でも27G（約
264m/s２）と見積もっている。 【別紙3参照】

④ ①～③の知見より，原子炉建屋外壁に竜巻飛来物が与える衝撃は建屋の規
模に対して限定的であり，飛来物の１万倍以上の運動エネルギーの大型航
空機の原子炉建屋衝突の解析例でも，衝突箇所近傍の加速度床応答スペ
クトルのピークは100m/s２を下回る。これらに対して米国ガイドラインでは建
屋内設備の衝撃への耐性について耐力が小さい設備でも加速度約264m/s
２としている知見を考慮すると，竜巻飛来物の衝撃は設備の機能に影響しな
いレベルに留まり，東海第二発電所の安全機能に影響を与えることはないと
考える。

3. 竜巻飛来物の原子炉建屋衝突時の内部設備への影響の推定

①飛翔体衝突実験に用いた飛翔体

①飛翔体衝突実験に用いた模型構造物

②大型航空機衝突解析に用いた
原子炉建屋モデル

②大型航空機衝突解析で得られた
加速度床応答スペクトル

〇竜巻飛来物の建屋外壁への衝突により，衝撃が壁，床を伝播し内部設備を揺らすが，以下で確認した知見を踏まえ
ると，東海第二発電所の安全機能に影響を与えることはないと考える。

2. 竜巻の影響評価及び対策（16／23)
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【別紙2】 大規模構造物への航空機衝突による衝撃振動解析 （1／2）

〇竜巻飛来物からは解離した極端な想定となるが，原子炉施設への飛来物の衝突事例として，大型航空機が
原子炉建屋に衝突した際の建屋の振動応答のシミュレーション解析結果を参照する。

出典：「（13）大規模構造物への航空機衝突による衝撃振動解析」 第10回 構造物の衝撃問題に関する
シンポジウム論文集（2010年12月） 土木学会 に一部加筆

構造物：汎用構造解析コードLS-DYNAにて，幅100m，奥行70m，高さ75mの5階建原子炉建屋の鉄筋コンクリー
ト構造物を積層シェル要素でモデル化
(外壁は板厚1.6m，内部の壁と床は厚さ1m ，10m～20m角の部屋)

衝突物* ：・衝突箇所は原子炉建屋モデルの4階外壁，大型航空機B747-400，速度500km/h（約139m/s）
・航空機の正面投影面積と同じ円型領域に荷重を入力
・衝撃荷重についてB747-400による値（1.0倍）を0.5倍及び0.1倍に減少させたケースも解析

解析に用いた原子炉建屋のモデル
（LS-DYNA積層シェル要素）

建屋の各評価点
(A：荷重点近傍，B：約50m位置，C：約70m位置)

衝撃荷重の時刻歴
（ B747-400 （1.0倍），0.5倍，0.1倍）

*当社注記：B747-400の重量約400tより，衝突時の運動エネルギーは約3,800MJとなり，竜巻飛来物
（鋼製材：176kJ）の１万倍以上に及ぶものとなっている。

2. 竜巻の影響評価及び対策（21／23)



外部事象-118

【別紙2】 大規模構造物への航空機衝突による衝撃振動解析 （2／2）

衝撃荷重負荷時の加速度床応答スペクトル（上下方向，建屋4階床上評価点A）

解析結果：

・B747-400が衝突した荷重点近傍（評価点A）の加速度床応答スペクトルを示す。ここでは衝撃荷重を0.5倍及び
0.1倍に減少させたケースも記載している。スケールの違いによる加速度床応答が非線形になっているのは，
衝撃荷重が加わった場所付近の壁床面のクラック発生の有無，クラック発生の様相が異なることによる剛性低
下の違いによると考察されている。

・本解析結果より，衝突箇所の近傍においても，床応答スペクトルのピークは100m/s２（1.0×10５mm/s２）を下回
り，衝撃荷重を1/10にするとピークは10m/s２程度（1.0×10４mm/s２ ）に留まることが確認できる。

荷重点近傍の壁床面のクラック発生状況
（衝撃荷重1.0倍及び0.5倍，0.1倍ではクラック発生なし）

出典：「（13）大規模構造物への航空機衝突による衝撃振動解析」 第10回 構造物の衝撃問題に関する
シンポジウム論文集（2010年12月） 土木学会 に一部加筆

*当社注記：東海第二発電所の原子炉建屋の構造，外壁の厚さ等は本解析の原子炉建屋モデルと異なり，厳密
な比較はできないものの，竜巻飛来物を遥かに上回る規模の衝撃荷重が加わった際の影響の目安
が把握できると考える。

2. 竜巻の影響評価及び対策（22／23)





外部事象-120

（補足説明資料 3. 火山の影響評価及び対策）



外部事象-121

（補足説明資料 3-1. 火山の立地，影響評価（荷重条件））
















